
 

 

介護予防手帳の活用について 

 

ここで提示する介護予防手帳は、これまで高齢者の保健福祉施策において、心身の状況

や介護予防ケアプラン等に関する情報を集約し、本人・家族・地域包括支援センター・事

業者等で共有する媒体として、老人保健事業における「健康手帳」や地域支援事業におけ

る「介護予防手帳」が活用されてきたところから、介護予防・日常生活支援総合事業にお

いてセルフマネジメントを推進し、規範的統合を図る観点から、従来の介護予防手帳の内

容の充実を図る場合の様式を提案するものである。 

介護予防手帳を活用するか否か、また、活用する場合どのような者を対象にするかは市

町村の判断であるが、「ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント）」の

対象者のためのセルフマネジメントツールを作成する際等に参考にしていただきたい。 

 

１ 目的 

介護予防は、単に高齢者の運動機能や栄養状態といった心身機能の改善だけを目指す 

ものではなく、日常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を促し、それによって一人

一人の生きがいや自己実現のための取組を支援して、生活の質の向上を目指すものであ

る。このため、高齢者が住み慣れた地域で生きがいや役割をもって、いきいきと楽しく

暮らし続けることができるように支援するためのツールとして、介護予防手帳を作成し

たものである。 

介護予防手帳の対象者には、単にサービスメニューや利用方法、提供体制等について

周知するだけでなく、各自がその能力を最大限活用しつつ、地域社会とのつながりを断

絶することなく適切な支援を受けることが重要であることを理解してもらう必要がある。 

また、要支援者等の状況に応じて、地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメン

トにより継続的に関与しないケース（ケアマネジメントＣ）も想定していることから、

要支援者等が自らの健康保持や介護予防の意識を高く保ち、関係者と共有して、各種サ

ービスの利用・支援への参加等をしていくことが重要である。 

従来の介護予防手帳は、高齢者の心身の状況の情報を共有してきたが、これに加えて、

高齢者が自律的に生活を管理（セルフマネジメント）する力を高めるため、自身の興味・

関心に基づいた生活の目標をたて、活動計画を作成し、活動経過を記録しながら関係者

と共有できるように様式を工夫している。 

  

２ 主な交付対象者 

「介護予防・日常生活支援総合事業対象者のうちケアマネジメントＣ（初回のみの介

護予防ケアマネジメント）の対象者、その他交付を希望する者」 

 

・ 地域の通いの場等へ自ら参加し、自ら介護予防に取り組むことができる高齢者を想

定しており、身体介護や機能訓練を必要とする高齢者についてはケアマネジメントＡ

（原則的な介護予防ケアマネジメント）が必要であると考えられるため、原則として

対象外と想定している。 

・ また、基本チェックリストにおいて事業対象者に該当しない、いわゆる元気高齢者

については、介護予防ケアマネジメントにおける地域包括支援センターの支援を受け

ないことから、原則として対象外と想定している。 

・ ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント）の対象者については、

サービス担当者会議やモニタリングの簡略化が可能となるため、介護予防手帳を活用

してセルフマネジメントを推進することも考えられる。 

別紙２ 



 

・ いずれにしても、本人が希望する場合は交付することができると考えており、そも

そも、これまでの介護予防手帳は「特定高齢者及びその他希望する者」を対象者とし

ていたものであるところ、第１号被保険者であれば、市町村が対象者の範囲を広げる

（狭める）ことを妨げるものではない。 

 

３ 介護予防手帳の作成方針 

(1) 【携行用】と【保管用】の分類 

新たな介護予防手帳では、生活の目標、目標達成に向けた取組内容等を記載し、

持ち歩くことで取組の経過を記録することにしたが、一方、従来の介護予防手帳に

含まれていた心身の状況に関する情報は携行するのになじまないため、【携行用】と

【保管用】に分類することとした。 

【携行用】は、高齢者の持ち歩きや個人情報保護を考慮した簡易なセルフマネジ

メントツールとしており、本人の興味・関心を確認し、それに基づいた生活の目標

を設定、それに向けて自身で取り組む活動を決め、自分一人では難しいことについ

ては、家族・知人の助けや支援・サービスを設定できるようになっている。 

【保管用】では、本事業における介護予防の基本的な考え、【携行用】の記載方法、

地域内の活動場所や支援・サービス等について定めているが、その他必要な書類と

ともにファイリングして保管しておくことが望ましい。 

その他、ケアマネジメントにおいて参考にすべき、あるいは本人と地域の多様な

支援者にて共有するべき情報として、次のものが考えられる。 

 

○利用者基本情報 

○生活の目標・目標を達成するための活動・活用する支援・サービス  

＊１【携行用】 

○地域内の活動場所、支援・サービスに関する情報 ＊２【保管用】 

○心身の状況に関する情報 

・基本チェックリスト 

・健康診査等の結果票 

・医療機関から提供された診療情報 ／等 

○利用している支援・サービスの情報  

・介護予防サービス・支援計画書（ケアマネジメント結果等） 

・介護予防サービス・支援評価表 

・事業者による事前・事後アセスメント結果票 ／等 

○本人が介護予防の知識を習得するための情報  

・健康づくり、介護予防に関する啓発資料 

・運動・口腔・栄養機能に関する基本知識 ／等 

○その他、介護予防に関する書類 

 

うち、＊１は【携行用】、＊２は【保管用】の介護予防手帳の中で、情報の掲載案

を示している。その他の情報については、必要に応じて【保管用】とともに保管す

ることを想定している。 

 

(2) 日常生活の活動性を高めるための項目設定 

介護予防・日常生活支援総合事業が目指す「日常生活の活動性を高めることによる

介護予防」を促すためには、本人の興味・関心に基づいて生活目標を設定し、目標達

成に向けて、地域活動や趣味、スポーツ等に取り組めるよう支援する必要がある。ま



 

た、生活上の困りごとについては、必要な支援・サービスを自ら選択して利用するこ

とが重要である。 

そこで、介護予防手帳には、ケアプランの基本項目である、生活の目標、目標達成

に向けた取組内容、日常生活で支援が必要なこと（家族・知人などのサポート、生活

支援サービス等）を設けた。本人の意欲を引き出す目標を設定し、本人ができること

頑張っていることを伸ばしていくことは、介護予防ケアマネジメントの基本的な考え

であり、本人の困りごとに単純に支援・サービスをあてるだけでは不十分であること

が認識される必要がある。 

 

(3) セルフマネジメントツールとしての活用 

介護予防・日常生活支援総合事業では、住民同士の支え合いの充実により、虚弱高

齢者や要支援者も参加できる幅広い社会参加の機会を確保することを目指している。  

住民主体が運営する活動場所や支援を中心に活用する場合は、専門職が直接関与す

る機会が少ないため、本人の管理のもとで、ケアマネジメント結果等（生活目標や活

動計画等）を保管し取組の経過を記録する「セルフマネジメント」の仕組みが求めら

れる。 

そこで、介護予防手帳をケアマネジメント結果を基に自己管理する「セルフマネジ

メント」のツールとして位置付け、各項目を本人自らが記載し、活動する際に持ち歩

き、自身で管理するものとした。介護予防手帳は、介護予防ケアマネジメントＣ（住

民主体の支援を中心に活用する場合に適用）が主な交付対象となっているが、この場

合は初回のみのケアマネジメントとなるため、介護予防手帳により活動場所で取組状

況を記録することがモニタリングの意味を持つ。 

なお、他類型の介護予防ケアマネジメントでも、モニタリングの期間があく等の理

由でセルフマネジメントが必要な場合は、介護予防手帳を活用することも考えられる。 

 

 (4) 介護支援ボランティアポイントの活用について 

介護予防手帳では、一部の市町村において実施されている、高齢者が介護保険施設

等でボランティア活動を行った場合にポイントを付与する「介護支援ボランティアポ

イント」の記録も可能な様式としている。 

これまで、多くの市町村では、「介護支援ボランティアポイント」の対象者を要支

援・要介護認定を受けていない高齢者等としてきたが、介護予防・日常生活支援総合

事業では、支援する側とされる側の垣根を取り払い、サービスを利用しながら地域と

のつながりを維持することを目指しており、虚弱高齢者や要支援者も対象に含めて運

用することも考えられる。例えば、サロンの利用者が必要な支援を受けつつも調理を

担うなど、要支援者等であっても、得意なことを活かすことでボランティアの担い手

になることは可能である。 

なお、要支援者等が参加する場合でも、第１号被保険者の介護予防に資するボラン

ティア活動であると市町村が判断すれば、「介護支援ボランティアポイント」につい

て一般介護予防事業の枠組みが活用可能である。 

また、介護予防手帳と介護支援ボランティアポイントの手帳を兼ねることは、要支

援者等の地域での役割を見つけるきっかけにもなると考えられる。 

  

４ 留意事項 

介護予防手帳を、セルフマネジメントを推進するためのツールとして導入するために

は、地域包括支援センターに加え、本人・家族、地域で活動する住民主体も含めて、介

護予防・日常生活支援総合事業における介護予防の考え方を共有する必要がある。 



 

特に、ケアマネジメントＣではモニタリングが行われないため、疾病や障害をふまえ

た生活上の留意点を本人や家族、サロン等の運営主体に伝えておくことや、本人の状況

が変化した場合にすぐに相談を受けられるような信頼関係も必要である。 

なお、ケアマネジメントＣの対象となる高齢者像は、地域内の住民主体の支援の拡充

に伴い変わっていくものと考えられるところ、地域資源の整備の進捗に応じて、ケアマ

ネジメントの基本方針や介護予防手帳の活用のあり方等について、各圏域で地域包括支

援センター・居宅介護支援事業所の考え方をすり合わせる機会をもつことも求められる。 

 

※ この介護予防手帳は、平成 26年度 老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進

等事業「地域支援事業の新しい総合事業の市町村による円滑な実施に向けた調査研究

事業報告書」三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング において作成されたものである。

報告書には、介護予防手帳の活用マニュアル等もまとめられている。 

介護予防手帳に関しては、市町村での独自の項目の追加や編集等できるようにして

いるので、活用していただきたい。URLは以下のとおり。 

http://www.murc.jp/sp/1410/sougou/index.html 

http://www.murc.jp/sp/1410/sougou/index.html

